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とやま中央会 FAX 情報 

２０２５．５．１ 発行 №７０２ 

  

「中小企業省力化投資補助金（一般型）」第２回公募

を開始しました 
  

独立行政法人中小企業基盤整備機構では、「中小企業省力化投資補助金（一般型）」の第２回公募を開始しました。 

 本補助金では、中小企業等の売上拡大や生産性向上を後押しするため、ＩｏＴ・ロボット等の人手不足解消に

効果があるオーダーメイド性が高い多様な設備やシステムの導入を支援します。これにより、中小企業等の付加

価値額や生産性向上を図り、賃上げにつなげることを目的とします。なお、カタログ注文型は随時受付中です。 

 

１．補助対象者 

 中小企業者（組合関連含む）、小規模企業

者・小規模事業者、特定事業者の一部、特定非

営利活動法人、社会福祉法人 

２．事業概要 

 生産・業務プロセス、サービス提供方法の省力

化を行う者 

３．補助対象要件 

（１）基本要件 

 ①労働生産性の年平均成長率＋4.0%以上増加 

 ②１人あたり給与支給総額の年平均成長率が 

事業実施都道府県における最低賃金の直近５ 

年間の年平均成長率以上、又は給与支給総額 

の年平均成長率＋2.0%以上増加 

 ③事業場内最低賃金が事業実施都道府県にお 

ける最低賃金＋30円以上の水準 

 ④次世代育成支援対策推進法に基づく一般事 

業主行動計画を公表等（従業員２１名以上の 

場合のみ） 

 ※最低賃金引上げ特例適用事業者の場合、 基 

本要件は①、②、④のみとする。 

 ※②、③が未達の場合の返還の要件あり。 

（２）その他要件 

 ①補助事業者の業務領域・導入環境において、 

当該事業計画により業務量が削減される割合 

を示す省力化効果が見込まれる事業計画を策 

定すること。 

 ②事業計画上の投資回収期間を根拠資料とと 

もに提出すること。 

 ③３～５年の事業計画期間内に、補助事業に 

おいて、設備投資前と比較して付加価値額が 

増加する事業計画を策定すること。 

 ④人手不足の解消に向けて、オーダーメイド設

備等の導入等を行う事業計画を策定すること。 

 ※汎用設備であっても、事業者の導入環境に応じ

て周辺機器や構成する機器の数、搭載する機能等

が変わる場合や、汎用設備を組み合わせて導入す

ることでより高い省力化効果や付加価値を生み

出すことが可能である場合には、オーダーメイド

設備であるとみなし、本事業の対象となる。 

 ※単に汎用設備を単体で導入する事業につい

ては、本事業は対象外。 

 ⑤外部ＳＩｅｒ（システムインテグレーター）

を活用する場合、３～５年の事業計画期間内に
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おける保守・メンテナンス契約を中小企業等と

ＳＩｅｒ間で締結することとし、ＳＩｅｒは必

要な保守・メンテナンス体制を整備すること。 

 ※事業終了後、実績報告時点で確認。 

 ※保守・メンテナンスに係る費用は対象外。 

 ⑥本事業に係る資金について金融機関（ファン

ド等を含む。）からの調達を予定している場合は、

金融機関による事業計画の確認を受け、金融機

関による確認書を提出いただく必要があります。 

４．補助対象経費 

 機械装置・システム構築費（必須）、技術導入

費、専門家経費、運搬費、クラウドサービス利用

費、外注費、知的財産権等関連経費 

５．補助限度額 

 従業員数５名以下：750万円（1,000万円） 

 従業員数６～２０名：1,500万円（2,000万円） 

 従業員数２１～５０名：3,000万円（4,000万円） 

 従業員数５１～１００名：5,000万円（6,500万円） 

 従業員数１０１名以上：8,000万円（1億円） 

 ※大幅賃上げ特例を達成した場合、（）内の値

に補助上限額を引き上げ 

６．補助率 中小企業 1/2、 小規模・再生 2/3 

 ※補助金額1,500万円までは1/2もしくは2/3。  

  補助金額 1,500万円を超える部分は 1/3。 

 ※最低賃金引上げ特例あり。 

７．公募締切 令和７年５月３０日（金） 

８．お問い合わせ先 

 https://shoryokuka.smrj.go.jp/ 

 中小企業省力化投資補助事業コールセンター 

 ＴＥＬ．０５７０－０９９－６６０ 

 ＴＥＬ．０３－４３３５－７５９５ 

 富山県省力化補助金事務局 

 富山市総曲輪2-1-3 富山商工会議所ビル別館５階 

 上記ＵＲＬより、窓口予約をお願いします。 

 

◇ 令和７年度産学官オープンイノベーション

推進事業費補助金の募集について 

 

 公益財団法人富山県新世紀産業機構では、令 

和７年度産学官オープンイノベーション推進事 

業費補助金を募集しています。 

本事業は、県内に事業所を有する企業等と大 

学等高等教育機関、公的試験研究機関の研究者 

等で構成される産学官連携グループによる共同 

研究開発事業を補助することにより、県内企業 

の新商品・新技術開発、事業化を支援し、県内 

企業の競争力強化を図ることを目的とします。 

 

１．応募対象提案 

 以下の成長産業分野等に該当し、事業目的に

沿った研究開発提案 

 ・複数企業枠、単独企業枠：再生可能エネル

ギー、水素・アンモニア、蓄電池、次世代自

動車 

 ・サーキュラーエコノミー推進枠：カーボン

リサイクル・マテリアル、資源循環 

 ・成長産業分野全体：上記に加え、航空宇

宙、半導体、ロボット、電気電子、デジタル

インフラ、情報処理、ものづくり全般 

※同一の研究内容で国・県等補助・委託等を受け

ているもの、又は過去に受けたものは対象外。 

２．補助対象分野 

（１）複数企業枠 

 ①補助対象者 

  県内の代表企業及び連携企業と大学・公設

試等で構成される共同研究開発グループ 

 ②補助限度額 1,000万円/年 

 ③補助対象期間 最長３ヵ年度 

 ④補助件数 １件程度 

（２）単独企業枠 

 ①補助対象者 

  県内の代表企業と大学・公設試等で構成さ

れる共同研究開発グループ 

 ②補助限度額 500万円/年 

 ③補助対象期間 最長３ヵ年度 

 ④補助件数 ２件程度 

（３）サーキュラーエコノミー推進枠 

 ①補助対象者 

  県内の代表企業と大学・公設試等で構成さ 

れる共同研究開発グループ 



とやま中央会ＦＡＸ情報 №７０２                             3 

 ※複数企業での申込みも可 

 ②補助限度額 500万円/年 

 ③補助対象期間 最長２ヵ年度 

 ④補助件数 ２件程度 

（４）成長産業分野全体 

 ①補助対象者 

  県内の代表企業と大学・公設試等で構成さ

れる共同研究開発グループ 

 ②補助限度額 300万円/年 

 ③補助対象期間 最長２ヵ年度 

 ④補助件数 ４件程度 

３．補助対象経費 

 旅費、通信運搬費、消耗品費、機械装置等備

品・工具器具費、専門家謝金・旅費、外注費、

知的財産権関連経費、共同研究費 等 

※共同研究機関が大学・公設試の場合、共同研

究費内の直接対象経費（旅費、通信運搬費、消

耗品費、リース・レンタル費、外注費、知的財

産権関連経費）の 10%を上限として、一般管理

費を計上できます。 

４．補助率 補助対象経費の 2/3以内 

※県内の大学・公設試の共同研究費は補助対象

経費の 10/10以内 

５．応募方法 

下記ＵＲＬより、提出書類をダウンロードし、

電子申請又はメールにてご応募ください。 

 https://www.tonio.or.jp/search/2025-1innovation/ 

６．応募締切 令和７年５月２２日（木） 

７．お問い合わせ先 

 公益財団法人富山県新世紀産業機構 

 イノベーション推進センター 連携促進課 

 ＴＥＬ．０７６－４４４－５６０６ 

E-mail：renkei@tonio.or.jp 

◇ 技術講習会開催のご案内 

 

 本会では、中小企業が求める技術情報や技術

支援などの充足を図るため「官学と中小企業と

の知の交流プラザ推進事業」を実施しており、

当事業の一環として技術講習会を開催します。 

 本講習会では、分子動力学計算、第一原理計

算、量子化学計算等、原子・分子レベルでのシ

ミュレーションの概要と製品開発への応用事例

を紹介します。参加費は無料です。 

 

１．開催日時 

 令和７年６月５日（木）１３時３０分～１６時 

２．開催場所 

 富山県産業技術研究開発センター 機械電子研究所

（富山市高田 383）※別途Ｗｅｂ配信あり 

３．テーマ 

「計算科学を活用した材料開発、製品開発事例」 

４．講師 

 株式会社クロスアビリティ 取締役 坂牧 隆司 氏 

５．定員 会場１０名程度、Ｗｅｂ１０名程度 

６．申込み方法 

下記の申込みフォームより、申込みください。 

https://shinsei.pref.toyama.lg.jp/BpLzGTfm 

７．申込み期限 令和７年５月２９日（木） 

８．お問い合わせ先 

 富山県産業技術研究開発センター 機械電子研究所 

ＴＥＬ．０７６－４３３－５４６６ 

 

◇ 令和７年度中小企業大都市圏販路開拓支援

事業の募集開始について 

 

 公益財団法人富山県新世紀産業機構では、 

ファーストバンクの各種ローンは 

スマホで簡単！Web完結♪24時間申込OK！！ 
 

詳しくは富山第一銀行のホームページをご確認ください 
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「令和７年度中小企業大都市圏販路開拓支援事 

業」を募集しています。 

本事業では、特徴ある商品・技術・サービス等 

を持ちながら、なかなか販路が広がらない富山県 

内の中小企業を支援する目的で、販路開拓マネー 

ジャーが大都市圏等へ販路開拓を支援します。 

 

１．対象企業 

 富山県内に本社を置く中小企業者で、主とし

て大都市圏への販路拡大を求めている企業 

２．支援企業数 ８社程度（業種は不問） 

３．支援内容 

（１）販路開拓マネージャーによる支援 

  大手商社等にネットワークを持つ販路開拓マ

ネージャーが該当商品・サービスについてのア

ドバイス及びマッチング活動を行います。 

（２）中小企業支援センターによる総合的支援 

  中小企業支援センターにて、他の支援施策

との組み合わせ等、総合的なアドバイスを行

います。 

３．申請方法 

下記ＵＲＬより、申請書類をダウンロードし、電

子申請又は郵送、メール、ＦＡＸにて申請ください。 

https://www.tonio.or.jp/search/hanro-2025/ 

４．申請締切 令和７年５月２８日（水）１７時 

５．申請・お問い合わせ先 

 公益財団法人富山県新世紀産業機構 

 中小企業支援センター 新事業・販路開拓支援課 

販路開拓支援グループ 

 〒930-0866 富山市高田 527 情報ビル２階 

 ＴＥＬ．０７６－４４４－５６０３ 

 ＦＡＸ. ０７６－４４４－５６４４ 

E-mail：torihiki@tonio.or.jp 

◇ 令和７年度富山県タイ・ベトナム・インド現

地展示会等出展事業費補助金の募集について 

 

 富山県では、タイ・ベトナム・インドでの販路

開拓を実現するため、現地で開催される展示会

等への出展など意欲的な取組みに要する経費に

対し、予算の範囲内において、補助します。 

 

１．補助対象者 

 富山県内の法人等及び個人事業者等であり、

県内に本社又は事業所を有する事業者 

※他の助成制度との重複申請の場合は、対象外 

２．対象となる展示会等 

次のいずれにも該当する展示会・商談会 

・国又は公的機関が主催、共催又は後援するもの 

・広く一般に公開されているもの 

・当日の販売を主目的とした展示会、商談会でな

いもの 

３．補助対象経費 

 展示会出展に係る小間料、出展料、装飾費、使

用料、輸送費、旅費・宿泊費、印刷製本費 等 

４．補助率 1/2 

５．補助限度額 20万円 

６．申請方法 

 下記ＵＲＬより、申請書類をダウンロードし、

ご提出ください。 

 https://www.pref.toyama.jp/130121/richitsusho/060314.html  

７．申請・お問い合わせ先 

 富山県商工労働部成長産業推進室立地通商課 

物流通商担当 

〒930-8501 富山市新総曲輪 1-7 

 ＴＥＬ．０７６－４４４－３４００ 

 E-mail：arichitsusho@pref.toyama.lg.jp 
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